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公共債引受額 （単位：百万円）

平成29年9月期 平成30年9月期
国債 ― ―
地方債・政府保証債 400 200
合計 400 200

公共債及び証券投資信託窓販実績 （単位：百万円）

平成29年9月期 平成30年9月期
国債 ― 51
地方債・政府保証債 ― ―
合計 ― 51
投資信託 2,532 1,875

公共債ディーリング実績
1．商品有価証券売買高 （単位：百万円）

平成29年9月期 平成30年9月期
商品国債 20 6
商品地方債 ― ―
商品政府保証債 ― ―
合計 20 6

2．商品有価証券平均残高 （単位：百万円）

平成29年9月期 平成30年9月期
商品国債 0 0
商品地方債 10 2
商品政府保証債 ― ―
その他の商品有価証券 ― ―
合計 11 2

有価証券関係
1．満期保有目的の債券 （単位：百万円）

種類
平成29年9月30日 平成30年9月30日

中間貸借対照表計上額 時価 差額 中間貸借対照表計上額 時価 差額

時価が中間貸借対照表
計上額を超えるもの

国　債 ― ― ― ― ― ―
地方債 ― ― ― ― ― ―
短期社債 ― ― ― ― ― ―
社　債 ― ― ― ― ― ―
その他 7,000 7,352 352 ― ― ―
小　計 7,000 7,352 352 ― ― ―

時価が中間貸借対照表
計上額を超えないもの

国　債 ― ― ― ― ― ―
地方債 ― ― ― ― ― ―
短期社債 ― ― ― ― ― ―
社　債 ― ― ― ― ― ―
その他 ― ― ― ― ― ―
小　計 ― ― ― ― ― ―

合　　　　　　計 7,000 7,352 352 ― ― ―

　（注） 時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法人等株式	 （単位：百万円）

平成29年9月30日 平成30年9月30日
中間貸借対照表計上額 中間貸借対照表計上額

子会社・子法人等株式 4,015 4,015
関連法人等株式 0 0
合計 4,015 4,015

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「子会社・子法人等株式及び関連法人等株式」には含めておりません。

証券業務／時価情報
K i r a y a k a  B a n k

3．その他有価証券 （単位：百万円）

種類 平成29年9月30日 平成30年9月30日
中間貸借対照表計上額 取得原価 差額 中間貸借対照表計上額 取得原価 差額

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株　式 3,698 2,447 1,251 3,103 2,014 1,088
債　券 128,210 126,567 1,643 95,750 94,691 1,058

国　債 76,441 75,616 824 50,611 50,118 492
地方債 7,641 7,559 81 6,855 6,807 47
短期社債 ― ― ― ― ― ―
社　債 44,127 43,391 736 38,283 37,764 518

その他 48,639 47,613 1,026 43,328 42,421 906
小　計 180,548 176,627 3,920 142,181 139,128 3,053

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株　式 1,823 2,042 △� 218 3,684 4,246 △� 562
債　券 27,480 28,303 △� 823 43,938 44,896 △� 957

国　債 16,783 17,548 △� 765 16,699 17,518 △� 819
地方債 ― ― ― 7,926 7,976 △� 50
短期社債 ― ― ― ― ― ―
社　債 10,697 10,754 △� 57 19,313 19,401 △� 87

その他 58,637 62,188 △�3,550 50,137 52,935 △�2,798
小　計 87,940 92,533 △�4,593 97,760 102,078 △�4,318

合　　　　　　計 268,488 269,161 △� 672 239,941 241,207 △�1,265

2．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 （単位：百万円）

平成29年9月30日 平成30年9月30日
中間貸借対照表計上額 時価 差額 中間貸借対照表計上額 時価 差額

子会社・子法人等株式 ― ― ― ― ― ―
関連法人等株式 ― ― ― ― ― ―
合計 ― ― ― ― ― ―
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金銭の信託関係
1．満期保有目的の金銭の信託
［平成29年９月期・平成30年９月期］該当ございません。

2．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
［平成29年９月期・平成30年９月期］該当ございません。

その他有価証券評価差額金
　中間貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 （単位：百万円）

平成29年9月30日 平成30年9月30日
評価差額 △� 672 △� 1,265
その他有価証券 △� 672 △� 1,265
（＋）繰延税金資産
（又は（△）繰延税金負債） 235 386

その他有価証券評価差額金 △� 436 △� 879

デリバティブ取引の時価等に関する事項
１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの中間決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及
び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではあ
りません。

　（1）　金利関連取引 　［平成29年９月期・平成30年９月期］該当ございません。
　（2）　通貨関連取引� （単位：百万円）

区分 種類
平成29年9月30日 平成30年9月30日

契約額等 契約額等のうち
1年超のもの 時　価 評価損益 契約額等 契約額等のうち

1年超のもの 時　価 評価損益

金融商品取引所
通貨先物 ― ― ― ― ― ― ― ―
通貨オプション ― ― ― ― ― ― ― ―

店頭

通貨スワップ ― ― ― ― ― ― ― ―
為替予約
　売建 ― ― ― ― ― ― ― ―
　買建 ― ― ― ― 22 ― 0 0
通貨オプション ― ― ― ― ― ― ― ―
その他 ― ― ― ― ― ― ― ―

合　　　計 ― ― ― ― ― ― 0 0

　（3）　株式関連取引 　［平成29年９月期・平成30年９月期］該当ございません。
　（4）　債券関連取引 　［平成29年９月期・平成30年９月期］該当ございません。
　（5）　商品関連取引 　［平成29年９月期・平成30年９月期］該当ございません。
　（6）　クレジット・デリバティブ取引 　［平成29年９月期・平成30年９月期］該当ございません。

2．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、ヘッジ会計の方法別の中間決算日における契約額又は契約において定められた
元本相当額及び時価並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すも
のではありません。

　（1）　金利関連取引 　［平成29年９月期・平成30年９月期］該当ございません。
　（2）　通貨関連取引 　［平成29年９月期・平成30年９月期］該当ございません。
　（3）　株式関連取引 　［平成29年９月期・平成30年９月期］該当ございません。
　（4）　債券関連取引 　［平成29年９月期・平成30年９月期］該当ございません。

時価情報／デリバティブ取引情報
K i r a y a k a  B a n k

4．減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く。）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価
が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって中間貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を平成29年９月期及び平
成30年９月期の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
　平成29年９月期における減損処理額はございません。
　平成30年９月期における減損処理額は、０百万円（うち債券０百万円）であります。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、主として資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社の区分ごとに次のとおり定めております。

破綻先・実質破綻先・破綻懸念先 時価が取得原価に比べ下落
要注意先 時価が取得原価に比べ30％以上下落
正常先 時価が取得原価に比べ50％以上下落、または、時価が取得原価に比べ30％以上

50％未満下落したもので市場価格が一定水準以下で推移等

破綻先…………破産、特別清算、会社更生、民事再生、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している発行会社
実質破綻先……実質的に経営破綻に陥っている発行会社
破綻懸念先……今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社
要注意先………今後の管理に注意を要する発行会社
正常先…………上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の発行会社




